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我が国の年間発電電力量の構成（２０１１年度）

（出所）電気事業連合会「電源別発電電力量構成比 」

我が国の再生可能エネルギーの導入状況

 ２０１１年度の発電電力量のうち、再生可能エネルギー等が占める割合は約１割。
（しかも、その大半は水力発電。水力発電を除けばわずか１％。）

 特に再生可能エネルギーはコスト高が課題。
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※本データはRPS法の認定を受けた設備からの電力供給量を示したもの。ＲＰＳ法施行前の電力量、ＲＰＳ法の認定を受けていない設備から発電された電力量、及びＲＰＳ法の認定を
受けた設備から発電され、自家消費された電力量は本データには含まれない。

※平成21年11月より余剰電力買取制度の対象となる太陽光発電設備は特定太陽光として算出。

新エネルギー等発電設備からの供給総量の経年変化（億kWh）
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住宅用余剰買取開始

• 2003年度に、電力会社に一定量の再生可能エネルギー活用を義務づけるRPS制度を導入。 義務量
の拡大にあわせ、導入量も順調に拡大。【量で規制】

• 2009年には、住宅用太陽光の分野だけ先行して、固定価格による買取を義務づける住宅用余剰買取
制度を導入。その結果、導入量が飛躍的に拡大。【価格で規制】
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再生可能エネルギーによる電力供給量の推移
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 2009年には、住宅用太陽光の分野が、余剰買取制度導入により一足先に固定価格による調達に移
行。その結果、制度導入前の2008年で累計約214万kW（約50万世帯）だった太陽光発電の導入
量が、施行後３年間で491万ｋW（100万世帯超）へと倍増。
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余剰買取制度の導入と太陽光発電の導入量の推移

太陽光発電の導入量の推移

出典：一般社団法人太陽光発電協会等のデータに基づき資源エネルギー庁作成

補助金制度実施期間

余剰電力買取
制度の開始

余剰買取実施期間

住宅100万件突
破
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再生可能エネルギーの固定価格買取制度（７月１日施行）の概要
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電力会社

費用負担調整機関
（賦課金の回収・分配を行う機関）

国が定める期間、
固定価格で電気を買取り

再生可能エネルギー
による電気を売電 電気を供給

電気料金と合わせて賦課
金（サーチャージ）を回収

回収した
賦課金を納付

買取費用
の交付

・設備を認定
（安定的かつ効率的に発電可能かどうか

等を国が確認。要件を満たさなくなった場
合には認定取消し。）

調達価格等算定委員会

電気をご利用の
皆様

自宅で発電される方

国

再生可能エネルギーに
よる発電を事業として実
施される方

経済産業大臣

買取価格・買取期間について意見

調達価格等算定委員会の意
見を尊重して買取価格・買取
期間を設定（毎年度）

kWh当たりの賦課金単
価の決定（毎年度）



調達価格・調達期間
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太陽光 １０ｋW以上 １０ｋW未満

調達価格 ４２円 ４２円（（消費税抜き）※）

調達期間 ２０年間 １０年間

風力 ２０ｋW以上 ２０ｋW未満

調達価格 ２３.1円 ５7.75円

調達期間 ２０年間 ２０年間

水力
1,000kW以上
30,000kW未満

200kW以上
1,000kW未満

200kW未満

調達価格 ２5.2円 30.45円 ３5.7円

調達期間 ２０年間 ２０年間 ２０年間

地熱 １５，０００ｋW以上 １５，０００ｋW未満

調達価格 ２7.3円 ４2円

調達期間 １５年間 １５年間

バイオマス
メタン発酵
ガス化発電

未利用木材
燃焼発電

一般木材等
燃焼発電

廃棄物
燃焼発電

リサイクル
木材燃焼発電

調達価格 40.95円 ３3.6円 25.2円 １７.85円 １３.65円

調達期間 ２０年間 ２０年間 ２０年間 ２０年間 ２０年間

（※）補助金効果を勘案すると48円に相当

調達価格・調達期間 ＜価格表記は、注のない限り消費税込み＞
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 固定価格買取制度における新規の設備認定を件数ベースで都道府県別に見ると、都市部では１０ｋ
Ｗ未満の太陽光発電の導入が多く見られる一方、１０ｋＷ以上の太陽光発電については比較的いず
れの地域でも導入が見られている。

再生可能エネルギー特措法に基づく設備の認定状況（11月末時点）

2012年11月30日現在

太陽光
(10kW未満)

太陽光(10kW以上)

風力 水力 地熱 バイオマス 合計 太陽光
(10kW未満)

太陽光(10kW以上)

風力 水力 地熱 バイオマス 合計
(うちメガソーラー) (うちメガソーラー)

北海道 2,671 435 84 5 0 0 7 3,118 滋賀県 2,924 394 3 0 0 0 0 3,318

青森県 874 22 2 2 1 0 0 899 京都府 2,936 296 4 0 1 0 0 3,233

岩手県 1,891 75 8 1 0 0 0 1,967 大阪府 7,876 770 19 0 0 0 0 8,646

宮城県 4,212 166 5 0 0 0 0 4,378 兵庫県 7,185 992 21 1 0 0 1 8,179

秋田県 647 12 0 8 0 0 0 667 奈良県 2,517 283 7 0 0 0 0 2,800

山形県 946 36 0 1 0 0 0 983 和歌山県 1,908 284 5 3 1 0 0 2,196

福島県 4,048 169 5 0 0 0 1 4,218 鳥取県 945 124 7 0 0 0 0 1,069

茨城県 5,636 654 20 0 0 0 1 6,291 島根県 1,047 165 4 1 0 0 0 1,213

栃木県 4,667 618 20 0 0 0 0 5,285 岡山県 4,062 663 20 0 1 0 0 4,726

群馬県 4,280 660 12 0 1 0 0 4,941 広島県 4,292 792 16 0 0 0 1 4,087

埼玉県 9,064 597 6 0 1 0 0 9,662 山口県 2,468 339 17 0 1 0 0 5,085

千葉県 6,956 671 30 0 0 0 1 7,628 徳島県 978 322 9 0 0 0 0 2,808

東京都 8,223 316 0 0 1 0 0 8,540 香川県 1,882 372 9 0 0 0 0 2,254

神奈川県 7,847 299 3 0 0 0 0 8,146 愛媛県 2,527 453 7 2 0 0 0 2,982

新潟県 1,089 69 4 1 0 0 1 1,160 高知県 1,091 121 3 0 0 0 0 1,212

富山県 935 113 1 0 2 0 0 1,050 福岡県 7,112 1,135 32 0 0 0 0 8,247

石川県 864 104 2 0 0 0 0 968 佐賀県 1,959 373 7 0 0 0 0 2,332

福井県 703 104 0 0 0 0 0 807 長崎県 2,268 505 10 0 0 0 1 2,774

山梨県 2,141 302 8 0 0 0 0 2,443 熊本県 3,386 770 25 0 1 0 0 4,157

長野県 4,959 669 6 0 1 0 0 5,629 大分県 2,280 1,112 15 0 1 0 0 3,394

岐阜県 3,523 551 3 0 3 0 0 4,077 宮崎県 2,609 666 13 0 0 0 0 3,275

静岡県 6,829 1,087 13 0 0 0 0 7,916 鹿児島県 3,257 584 20 0 1 0 0 3,842

愛知県 10,789 1,040 5 1 0 0 0 11,830 沖縄県 1,565 579 4 0 0 0 0 2,144

三重県 3,152 356 10 0 0 0 0 3,508 合計 166,020 21,219 524 26 17 0 14 187,297

認定件数（単位：件）



７

 出力ベースでは大規模なメガソーラーが複数計画されている北海道の導入が際だっている状況。

再生可能エネルギー特措法に基づく設備の認定状況（11月末時点）

2012年11月30日現在

太陽光
(10kW未満)

太陽光(10kW以上)
風力 水力 地熱 バイオマス 合計 太陽光

(10kW未満)

太陽光(10kW以上)
風力 水力 地熱 バイオマス 合計

(うちメガソーラー) (うちメガソーラー)

北海道 13,061 437,674 391,371 105,800 0 0 700 557,235 滋賀県 12,541 23,029 4,809 0 0 0 0 35,570

青森県 3,812 5,062 3,456 21,970 10 0 0 30,854 京都府 11,823 16,670 7,478 0 2 0 0 28,495

岩手県 8,369 17,152 13,907 1,990 0 0 0 27,510 大阪府 30,930 74,934 47,417 0 0 0 0 105,864

宮城県 17,703 23,082 16,003 0 0 0 0 40,786 兵庫県 29,791 112,749 58,972 12,000 0 0 7,200 161,741

秋田県 2,783 1,921 0 64,470 0 0 0 71,174 奈良県 10,640 22,911 11,620 0 0 0 0 33,551

山形県 4,185 967 0 1,990 0 0 0 7,174 和歌山県 8,424 20,059 7,724 30,000 140 0 0 58,622

福島県 18,495 15,285 7,639 0 0 0 5,700 7,142 鳥取県 4,495 47,487 37,749 0 0 0 0 51,982

茨城県 24,581 81,421 75,340 0 0 0 3,000 39,480 島根県 5,097 11,099 6,390 48,430 0 0 0 64,626

栃木県 20,510 74,874 36,312 0 0 0 0 109,003 岡山県 18,719 86,061 51,206 0 3 0 0 104,783

群馬県 18,248 57,658 19,667 0 3 0 0 95,384 広島県 19,057 64,627 25,757 0 0 0 18,000 101,684

埼玉県 36,654 32,584 10,237 0 199 0 0 75,908 山口県 11,087 68,229 52,850 0 519 0 0 79,835

千葉県 28,315 82,381 49,033 0 0 0 3,000 69,437 徳島県 4,841 24,445 13,620 0 0 0 0 29,286

東京都 32,748 7,600 0 0 340 0 0 113,696 香川県 8,622 38,109 15,675 0 0 0 0 46,731

神奈川県 29,704 15,039 4,990 0 0 0 0 44,743 愛媛県 11,087 28,464 9,635 28,800 0 0 0 68,445

新潟県 4,729 8,345 5,488 20,000 0 0 25 33,099 高知県 5,164 8,223 4,480 0 0 0 0 13,387

富山県 4,144 7,798 1,500 0 195 0 0 12,137 福岡県 32,188 135,403 82,057 0 0 0 0 167,591

石川県 3,780 11,337 3,451 0 0 0 0 15,116 佐賀県 9,536 30,548 12,825 0 0 0 0 40,084

福井県 3,143 4,349 0 0 0 0 0 7,492 長崎県 11,012 48,242 25,725 0 0 0 2,750 62,004

山梨県 10,049 29,931 14,990 0 0 0 0 39,980 熊本県 16,348 78,744 40,159 0 3 0 0 95,095

長野県 22,727 42,989 14,858 0 7 0 0 65,723 大分県 11,048 125,355 52,986 0 10 0 0 136,461

岐阜県 16,270 30,539 4,307 0 7 0 0 46,816 宮崎県 13,004 93,663 20,534 0 0 0 0 106,667

静岡県 30,335 68,538 19,994 0 0 0 0 98,874 鹿児島県 16,094 177,530 115,231 0 460 0 0 194,084

愛知県 47,802 83,251 40,937 6,000 0 0 0 137,053 沖縄県 9,206 19,811 6,640 0 0 0 0 29,017

三重県 14,135 38,984 18,748 0 0 0 0 53,119 合計 727,127 2,535,156 1,423,763 343,450 1,897 0 40,375 3,648,054

認定件数（単位：kW）
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平成２４年度における賦課金の負担水準

• ２０１２年度の賦課金は、全国平均で0.29円/kWh。

• 標準的な家庭（月に300kWhを使用）の場合、月額7,000円程度の電気代に
対して、月に87円の負担。

（注） 固定価格買取制度施行前まで実施していた余剰電力買取制度（旧制度）では、前年の買取費用を翌年度回収する仕組みを採用。
一方、新たな固定価格買取制度（新制度）は、その年の買取費用をその年に回収し、過不足があれば、年度末に費用負担調整機関を通じて
翌々年度に繰り越す仕組みを採用。
このため、新制度の導入初年度となる平成２４年度については、旧制度の昨年分（太陽光賦課金）と、新制度の本年度分（再エネ賦課金）の両
方が賦課されることとなる。
なお、旧制度は、全国大での費用負担調整の仕組みを取り入れていないため、地域によって賦課金額が異なる。

電気事業者名

全
国
平
均

北
海
道

東
北

東
京

中
部

北
陸

関
西

中
国

四
国

九
州

沖
縄

賦課金単価（円/kWh） 0.29 0.25 0.26 0.28 0.33 0.26 0.27 0.33 0.35 0.37 0.33

再エネ賦課金単価（注） 0.22 0.22

太陽光賦課金単価（注） 0.07 0.03 0.04 0.06 0.11 0.04 0.05 0.11 0.13 0.15 0.11

標準家庭の
負担水準（円／月）

87円 75円 78円 84円 99円 78円 81円 99円 105円 111円 99円



ドイツの固定価格買取制度の経緯

• ドイツは１９９１年に買取制度を導入し、２０００年に固定価格化。２００４年に太陽光発電等の買取価格の引き
上げを実施。これにより、再生可能エネルギーの導入拡大が本格化。

• 他方、負担を勘案し、２００４年より電力の大規模需要家への減免措置を導入。

• 2013年１月、賦課金の大幅上昇を受け、ドイツ環境大臣が制度の見直し案を発表。

 １９９１年：電力供給法において、需要家への小売平均単価の一定比率（＊）で再生可能エネルギー電気を買

い取ることを、立地地域の電力会社に義務づけ

（＊）再生可能エネルギーの種類に応じ、小売平均単価の65～90%で買取

 ２０００年：再生可能エネルギー法により、固定価格買取（＊）を義務づけ、買取に伴う費用負担が風力の集中

した北部の電力会社に集中したため、全ての電力会社間で公平に分担する仕組みを導入

（＊）電力自由化に伴い、小売平均単価が低下した結果、小売平均単価の一定比率での買取では再エネ事業者の採算が取れなくなってきたため、固定価格での買取に変更

 ２００４年：大規模需要家への負担軽減措置を導入

 ２００９年：太陽光について、前年の国内の導入総量に応じて、買取価格を逓減する仕組を導入

 ２０１２年１月：大規模需要家への負担軽減措置の適用対象を拡大（2013年より実施）

 ２０１２年４月：太陽光について買取上限量（5200万ｋＷ）を設定

 ２０１３年１月： ドイツ環境大臣が、賦課金水準の大幅増（前年の４７％増）を受け、来年以降の賦課金の上

限設定と、制度の大幅見直し案を公表



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

4.3% 4.0% 4.0% 3.0% 3.3% 3.2% 3.2% 3.4% 3.3% 3.3% 3.4% 3.0% 3.3%

1.7% 1.8% 2.7%
3.1%

4.2% 4.4% 5.0%
6.4% 6.6% 6.7% 6.2% 8.1% 7.3%0.7% 1.0%

1.3% 1.8%
2.4%

3.2% 3.7% 4.5% 4.8%
5.3% 5.8%0.8%

0.8% 0.8%

0.8% 0.8%

0.7%
1.1% 1.9%

3.2%
4.6%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年

地熱

太陽光

廃棄物発電

バイオマス

風力

水力

出典：BMU、BDEW等の資料に基づき資源エネルギー庁作成

ドイツにおける再生可能エネルギー比率と賦課金単価の推移

ドイツの2013年のＦＩＴのサーチャージ単価は5.28ﾕｰﾛｾﾝﾄ/kWh。平均家庭あたり、1,620円/月、
19,500円/年の負担。
ドイツのサーチャージは2009年以降上昇幅が大きくなっているが、その背景としては ①買取単価

の高い太陽光発電の導入拡大、②大規模需要家を対象とした費用負担免除額の増大などが指摘されて
いる。

0.2 0.25 0.35 0.42 0.51 0.69 0.88 1.02 1.16 1.31
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14.3% 15.1%
16.4%

17.1%

20.3%

賦課金の水準（ﾕｰﾛｾﾝﾄ）

現在の日本の賦課金の水準

（1ﾕｰﾛ=102.5円で計算）

(1,620円)

(87円)

(カッコ内は平均家庭あたりの月額負担額（円換算）)

発電量に占める再生可能エネルギー比率



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁太陽光発電における現状概観

 我が国は、８割を住宅用太陽光が占める特異な市場（欧米は平均2割）。

 住宅用市場における日本製のシェアは9割と日本に強み。国内2700万世帯の一戸建てのう
ち、耐震基準上設置可能な世帯が約1200万世帯。うち100万世帯に既に普及。

 メガソーラーは、全国８０箇所程度あるが、多くが、実証用途かCSR用途。FIT元年となる今
年が、まさに本格的なメガソーラー元年。ただし、架台設置、工事費用、パワコン代など、ま
だまだ国際的に見てコストが高いのが実情。

12

【太陽光発電の用途別各国比較】

（出典）ＩＥＡや各国業界団体等の資料をもとに資源総合システム調べ。

（注）・上記グラフは出力ベースで比較。

・上記グラフの作成に当たっては、住宅用については主として住宅の屋根に設置する小規模

なもの、非住宅用については主として工場や商業施設の屋根等に設置する中規模なもの、

電力事業については主として地上に設置する大規模なもの。独立型については系統に接続
しない自家消費用の設備。
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経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁固定価格買取制度施行後の太陽光発電の概況

住宅用（１０ｋＷ未満）は４月から１１月までで１０２．７万ｋW近く運転開始に至るなど、堅調に導
入量が増加。非住宅用（１０ｋＷ以上）は、４月から１１月までで３７．１万ｋWが運転開始し、特
に、同制度施行前は少なかったメガソーラーが全国各地で計画・建設が進むなど大幅に市場が拡大。

流通業界、IT業界、建築業界など、これまでエネルギーと関係の薄かった多様な業界からの新規参入が
相次ぎ、また、「屋根貸しモデル」をはじめとする新たなビジネスモデルが誕生している。過疎地も含
めて、かつてないほど全国的に投資が拡大。金融機関の融資も拡大している。

多くの国内太陽電池ビジネス関連企業においても、生産・出荷が大幅に拡大。

1313

出資

＜南信州おひさまファンド＞

設置場所：保育園などの公共施設や事業所等の民間施設
（長野県飯田市）

設置者：市民、おひさま進歩エネルギー株式会社
設備容量：５～２０ｋＷ×１６２か所
稼働日：2004年度より開始

主に個人の方からの出資を募集し、
国の補助金と併せて事業費に活用する仕組みで行っています。

 全国の市民や法人から一口１０万円か５０万円で出資を集め、
「おひさま進歩エネルギー」がパネルを一括購入。

 同社が家庭や保育園、介護施設等に太陽光発電を設置・管理。
 利用者は、同社に９年間にわたりサービス料を支払い。
 １０年目にパネルは利用者に譲渡されサービス料不用に。
 飯田信金も有志を通じて支援。

還元

市 民



固定価格買取制度施行後の動きの具体的事例

 昨年７月の固定価格買取制度開始以降、「屋根貸し」等の新たなビジネスが拡大している。

 遊休地を活用した発電事業者の誘致も活発に行われている。

 また、多様な異業種からの参入が相次いでいる。

屋根貸し等の新たなビジネスの動き

 三菱商事㈱とJA全農による発電
事業

三菱商事(株)とＪＡ全農が出資する
発電事業会社が、全国の農業者やＪＡ
グループ関連施設の屋根等を借り、発
電事業を実施。

2014年までに20万ｋＷの導入を
計画している。

 オリックス㈱による屋根貸し発電
事業

企業や自治体が保有する大型施設の
屋根をオリックスが賃借し、太陽光発
電事業を実施。

オリックス(株)では３年以内に最大
１０万ｋＷの導入を計画している。

地域の取組について

地方自治体による発電事業者の誘致

例：三重県・愛知県

県が保有する干拓地（７８ha）の有効活用のた
め、発電事業を行う事業者を公募。４８ＭＷの
発電所を建設予定。

例：神奈川県

県所有の公共施設（公立学校等）の屋根等
を借りて発電事業を行う事業者を公募。

例：東京都

「発電事業者」と太陽光発電設置用に貸付
けを希望する「屋根」を募集し、「屋根貸
しビジネス」のマッチングを図る取組を実
施。

発電事業への異業種の参入について

 多様な企業が発電事業へ参入。

＜鉄道＞ 例：近畿日本鉄道(株)

三重県伊賀市の自社所有地において、１５Ｍ
Ｗのメガソーラーを計画

＜物流＞例：プロロジス

複数の自社倉庫等の屋根を活用して発電事業
を実施。最大２４ＭＷの導入を計画。

＜流通＞例：(株)ローソン

コンビニエンスストア１店舗あたり１２ｋＷ
の太陽電池を２０００店舗に導入すると発表
。

※各事業者等の公表情報より作成 14



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁風力発電 ： 現状概観

15

 再生可能エネルギーの比率の高い国は、風力の比率が高い（スペイン５割、ドイツ４割、デン
マーク７割）。これに対し、日本は３％。

 我が国の風力発電の特徴・課題は次のとおり。

1. １事業所当たりの規模が小さく、経営が不安定（５０３事業所のうち、４０３事業所（約８
割）が５基以下。世界は数十～数百基）。

2. 平地に利用可能な場所が限定。尾根上の立地に伴う乱流や雷などで故障が多く、設備利用率
が上がらないケースも多い。また、立地規制が事業化の大きな障害に。

3. 陸上で風況の良い地域が、東北以北に極端に偏在。系統の容量不足も深刻。

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

ドイツ スペイン デンマーク 日本

バイオマス

廃棄物

太陽光

地熱

水力

風力

風力発電
１８．５％

１３％

６．６％

０．３％

再生可能エネルギー

１８．５％

２５．３％

２７．７％

９．７％

（出典）IEA Energy Balance  2011よりエネルギー経済研究所作成。

【各国の再生可能エネルギーの導入構成比（2009年）】 【我が国風力発電の導入量推移と規模】
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経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁固定価格買取制度の施行後の風力発電の概況

大型風力の場合、事前の調査や環境アセスメント等で運転開始までに4～7年程度要するため、現
時点では固定価格買取制度施行前から準備されていた案件のみが運転開始に至っている状況。

現在、環境アセスメントを終了するなど、建設段階にある案件が１０件程度、また、環境アセスメ
ント手続中のものが70件程度存在しており、今後こうした案件が順次運転開始していく見込み。

16

立地地点調査・風況調査

発電システムの設計

設置工事

運転開始

環境アセスメント （必要に応じ）許認可取得
・林地や農地に立地する場合など

２年 ４年 １年 ２年

＜大型風力発電運転開始までの一般的なプロセス＞

設置場所：福島県 布引高原（発電規模では全国２位）
設置者 ：電源開発(株)
設備容量：65,980kW（33基）

第一種農地の転用事例。農業と浮力発電所の両立を果たしつつ、観光
客の誘致（年間２０万人）、地元産品の売上向上にも成功。
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都道府県別の風力発電導入量
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■風力発電は地域的な偏在性が大きく、特に、北海道、東北、九州への立地が多くなっている。



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁北海道・東北の風力発電適地における地域内送電網整備

• 風の強さが一定以上あり、大規模に風力発電を展開することができる地域は北海道や東北の一部に
限られている。一方で、こうした地域は人口密度が高くないため、送電網が脆弱で、既に希望量の
風力発電を電力会社が接続できない状況。

• このため、北海道や東北地域の風力発電の適地を風力発電の重点整備地区（※）と定め、送電網整
備を行う民間事業者を支援し、そのビジネスモデルや技術課題の実証を行う予定。

※重点整備地区：北海道北部西名寄地区等、下北半島、津軽半島、秋田沿岸・酒田・庄内地域

• 具体的なスキームは、風力関係の民間事業者が過半を出資（残りは一般電気事業者が出資）するＳ
ＰＣ（特定目的会社）を設立し、風力発電事業者が支払う利用料で投資を回収。ただし、採算性が
悪いので、事業費の1/2を補助（北海道・東北全体で、総事業費は計3,100億円、平成25年度当
初予算では北海道地区での送電網整備のため250億円を計上）。

18

≪北海道≫
北海道北部西名寄地区等

≪東北≫
下北半島、津軽半島、秋田沿岸・酒田・庄内地域



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

送電線の整備には、建設着手から約１０年の期間が必要。この間にも、系統側の受入能力は限界を迎
える可能性が高い。

このため、数万ｋＷ級の大型蓄電池を電力会社の基幹送電網に設置する実証事業を実施し、再生可能
エネルギーの導入可能量をどこまで拡大できるかの検証や蓄電池の最適な制御手法・管理手法の開発
を行う予定。

下げしろ対策 周波数変動対策

電池
種類

レドックスフロー電池など
大容量の蓄電池

リチウムイオン電池など
高出力の蓄電池

容量 ５万ｋＷｈ程度 ２万ｋＷｈ程度

実証技術
風力発電に対する

下げしろ対策を中心として
蓄電池の効果を実証・開発

風力発電に対する
周波数変動対策を中心として
蓄電池の効果を実証・開発

ＮＡＳ電池

レドックスフロー電池

想定している事業の具体的な内容

電力系統用の大型蓄電池実証事業

＜再生可能エネルギー発電支援のための大型蓄電システム緊急実証事業＞ 平成２４年度予備費 ２９５．９億円

19



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁洋上風力の実証事業の実施状況

20

 2012年11月に2,400kW風車の設置が
完了。2013年1月より発電開始。

 2014年度まで運転データや洋上の風
速データなどの取得、気象・海象の実
態把握や送電面の課題把握等を実
施予定。

 2011年度から5年程度の計画で、福島県の沖合
いから約18ｋｍ離れた水深100～130ｍ地点に世
界一の浮体式洋上風力発電の実現を目指す実
証事業。

 2013年度に2000ｋＷの風車１基、2014年度には
7000ｋＷの風車2基を福島県沖に設置予定。

現在、設置場所等の検討や地元関係者との調
整を実施中。

出典：京都大学HP

 2012年6月に、100ｋWの浮体式洋上風
車を設置。2013年度までデータ取得を
進める予定。

 2013年度には、2000kW級の浮体式風
車の設置を計画中。2015年度まで、運
転データや洋上の風速データなどの
取得、気象・海象の実態把握や送電面
の課題把握等を実施予定。

 2012年度中に、2,000ｋＷ級の風車を設置予
定。

 2014年度まで、運転データや洋上の風速デー
タなどの取得、気象・海象の実態把握や送電
面の課題把握等を実施予定。

長崎県五島（浮体式）

福島沖（浮体式）

北九州沖（着床式）

銚子沖（着床式）

出典：NEDO



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁地熱発電 ： 現状概観

 我が国は米国、インドネシアに次ぐ世界第３位の地熱資源量を有する。しかし、発電所立地可能地
域の１割しか活用せず。ポテンシャルに鑑みれば、大幅な導入拡大が可能。

 自然公園内の地熱発電所を６ヶ所に限定する旨の行政による通知の存在や自然公園法等の規制があ
り、１９９９年の八丈島地熱発電所操業開始以降、具体的な新規開発案件がない。

 昨年３月に自然公園における地熱開発に関する規制が緩和され、固定価格買取制度の導入と相まっ
て、新規の開発案件が出てきている。一方で、新規の開発案件について地域の理解.。

21

（出典）1．村岡（産業技術総合研究所、現弘前大教授））：Gate Day Japanシ

ンポジウム（2009年）、2．Ruggero Bertani：World Geothermal Congress 2010
（2010年）、より資源エネルギー庁作成

（出典）産業技術総合研究所 （2011）

（単位；万kW）

第１種 258.1
第２種 248.1
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国名
地熱資源量

（万ｋＷ）

地熱発電設備容量

（万ｋＷ）

アメリカ合衆国 3,000 309.3

インドネシア 2,779 119.7

日本 2,347 53.6

フィリピン 600 190.4

メキシコ 600 95.8

アイスランド 580 57.5

ニュージーランド 365 62.8

イタリア 327 84.3
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経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁固定価格買取制度施行後の地熱発電の概況

＜大規模地熱＞

現在進行中の主なプロジェクトとしては、地表調査・掘削調査実施中の案件が８件、探査段階にあ
る案件が１件、環境アセスメント実施中の案件が１件の計1０件ある。

また、これに加え、開発前の地元理解に取り組んでいる案件が非公表案件も含め複数件ある。

地熱発電の推進のため、環境アセスメントの手続期間を「概ね半減」させることを目標に、経済産
業省と環境省は、環境アセスメントの迅速化・簡素化に取り組んでいる。

＜小規模地熱（バイナリー発電）＞

数十ｋＷ規模の案件が、九州において近々運転開始予定。

これ以外にも、温泉地における温泉発電の計画等が数件進行している。

22

＜国内最大の地熱発電所＞
設置場所：大分県九重町
設置者：九州電力株式会社
設備容量：110,000kW、2,000ｋＷ
稼働日：1990年

出力１１万kWを誇る我が国最大の地熱発電所。
2006年には低温の熱資源も同時活用するため、
地中の蒸気を直接活用するフラッシュ式に加え、
沸点の低い二次媒体を利用したバイナリー式発
電設備（2,000kW）を全国にさきがけ設置。



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

地熱発電開発の進捗状況

探査（調査井掘削等） 生産井・還元井掘削 発電設備設置
地
元
理
解

地表調査・掘削調査 環境アセスメント

約２年 約３～４年 約３～４年

⑨小安
（秋田県湯沢市）

・出光興産他

木地山・下の岱
（秋田県湯沢市）
・東北水力地熱

⑬安比
（岩手県八幡平市）
・三菱マテリアル

⑫松尾八幡平
（岩手県八幡平市）

・岩手地熱

⑥豊羽
（北海道札幌市）

・JX日鉱日石
エネルギー

⑪阿女鱒岳
（北海道赤井川村他）

・出光興産他

⑩武佐岳
（北海道標津町）
・石油資源開発

⑧岩木山
（青森県弘前市）
・基礎地盤コンサ

ルタンツ他

⑦美瑛町
（北海道美瑛町）

・王子製紙他

⑭山葵沢
（秋田県湯沢市）

・電源開発他

＜地熱発電開発の一般的な流れ(出力３万ｋＷモデルケース)と、主な案件の現在の状況＞

③磐梯
（福島県磐梯町他）

・福島ＪＶ

①白水沢
（北海道上川町）

・上川町

②阿寒
（北海道釧路市他）

・石油資源開発

④白水越
（鹿児島県霧島市）

・日鉄鉱業

（一定規模以上で必須）

約３年

開発地域名称
（場所）

・主な事業者

凡例：

開発地域名称
（場所）

・主な事業者

自然公園案件
（第２・３種地域内）

第２・３種地域外案件
（普通地域含む）

【主な案件マップ】

※環境アセス不要
※環境アセス不要

※環境アセス不要

しらみずさわ

あかん

ばんだい

しらみずごえ

きじやま・したのたい

とよは

びえいちょう

いわきさん まつおはちまんたい

あめますだけ

むさだけ

おやす あっぴ わさびざわ

⑤ ① ②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑭

⑪

⑫

⑬

⑩
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経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁風力・地熱発電の環境アセスメントの迅速化・簡素化について

風力・地熱発電の推進のためには、従来３～４年を要していた環境アセスメントの迅速化・簡素化が大きな課題

環境アセスメントの迅速化・簡素化のためには、①国や自治体による審査期間の短縮化等や、②環境調査期間
の短縮化が鍵。

風力・地熱発電の環境アセスメントの手続期間を「概ね半減」させることを目標に、経済産業省と環境省は、
国や自治体の審査の同時並行での実施、事業者の参加等による審査の合理化に取り組むことを決定。併せて、
事前に環境アセスメントで必要となる情報を収集・整備し、事業者が環境アセスメントの際に活用可能とする
方策を検討しているところ。

【参考：風力・地熱発電の環境アセスメントプロセス】
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経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁中小水力発電の概況

25

中小水力発電の場合、事業化に向けた最も初期段階として1～2年程度をかけて、河川流量等の把握の
ための調査や水利使用のための行政手続等を実施。現時点ではこの段階にある案件が多い。

また、同制度の開始により、従来は採算性の観点から開発を見送っていた案件の見直しや、中小水力
発電の開発に向けた地域での協議会の設立など、開発に向けた動きが活発化。さらに、固定価格買取
制度の開始を受け、老朽化した小水力発電設備を改修して、事業の継続を見直す事業者が増加。

今後、２～３年程度経過すれば、現在初期段階にある案件が運転開始にまで至ることが見込まれる。

現地調査（流量調査等）・
水利使用手続

事業化検討 設計・水車等の製作
発電設備の設置

工事

１年～２年程度

（水量・落差に応じた個別の設計が必要であ
り、設計から機器製作まで最低１年は要する）

３～４ヶ月

運転開始

＜中小水力発電の運転開始に至るまでの流れ （数百kW規模のケース）＞

鷺沼発電所（神奈川県）雄物川 大久保堰呼び水水路（秋田県）

一般河川（出力:5.5kW） 水道用水（出力:90kW） 一般河川（出力:3,100kW）

25

１年～２年



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁水利使用手続の簡素化・円滑化に向けた検討

26

水利使用手続の簡素化・円滑化等に向けて、現在、国土交通省において、既に水利使用許可を得
ている農業用水等を活用した小水力発電（従属発電）については水利使用を許可制から登録制に
する等の方策を検討しているところ。

①登録制の導入の検討

既に水利使用の許可を得ている水を活用した水力発電（従属

発電）について、河川の流量への新たな影響が少ないことから、許
可制に代えて、裁量性の小さい登録制を導入。

②水利使用許可権限の移譲の検討
小水力発電（1,000kW未満）について、水利使用の許可権限を移

譲するため、水利使用区分を「準特定水利使用」等として大規模な
水力発電と異なる取扱いとする方向で検討。

③申請書類の簡素化
審査実態を踏まえた、水利使用手続に際して行政への提出を求

めている資料・図書の簡素化。

＜国土交通省における、小水力発電の水利使用許可手続の簡素化・円滑化に向けた検討内容＞

(参考)登録制の導入イメージ

登録制の導入



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁バイオマス発電の概況

＜木質バイオマス（未利用木材、一般木材、リサイクル木材）発電＞

全国各地で計画があるが、現時点では木材の安定的な収集ルートの構築を模索している状況。

＜廃棄物系バイオマス発電＞

稼働済の案件も、現在、計画中の案件も、清掃工場の建て替えに伴い新たに発電設備を設置するケ
ースがほとんど。

＜メタン発酵バイオガス発電＞

家畜糞尿を活用した案件が十数件計画されている（特に北海道地域に多い）。

また、食品廃棄物や下水汚泥を活用した案件についても計画中のものが存在。

27



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁

バイオマス発電の種類

農 業 残 渣 系

家 畜 排 泄 物

下 水 汚 泥

一般廃棄物
食 品 廃 棄 物

木 質 系

加工 燃焼

ガス化
燃焼

ペレット

ガス化装置

直 接 燃 焼（一般廃棄物）

発酵

燃焼

メタン発酵装置

燃焼

下水汚泥炭化燃料

使用するバイオマスの性状に応じて、直接燃焼したり、ガス化したものを燃焼させることで発電を
行うのがバイオマス発電の特徴。

Gas

Gas

残 渣

チップ

28



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁木質バイオマスを活用した主な発電所MAP

平成２４年３月末現在

市原火力発電所 （49,900kW）

中部電力㈱

碧南火力発電所
（410万kW）

（出典）ＲＰＳ法認定設備データを基に資源エネルギー庁作成。

（注）設備容量は発電所全体の設備容量。ＲＰＳ認定設備のうち、バイオマス出力（
全体出力にバイオマス比率を乗じた値）が1,000kW以上の設備を掲載。

■専焼発電

■混焼発電

北越紀州製紙㈱関東工場勝田発電所 （48,100kW）

関西電力㈱

舞鶴発電所

（1,800MW）

川崎バイオマス

発電所 （33,000kW）

糸魚川バイオマス発電所
（50,000kW）

いわき大王製紙㈱火力発電所 （40,760kW）

神之池バイオマス発電所 （21,000kW）

住友大阪セメント㈱栃木工場発電所 （25,000kW）

太平洋セメント㈱埼玉発電所 （49,500kW）

宇部興産㈱発電所

（216,000kW）

日本製紙㈱勿来工場 （26,500kW）

吾妻木質バイオマス

発電所（13,600kW）

住友大阪セメント㈱

高知工場第一発電所

（133,000kW）

㈱日田ウッドパワー

日田発電所

（12,000kW）

㈱白河ウッドパワー大信発電所 （11,500kW）

㈱岩国ウッドパワー

岩国発電所

（10,000kW）

北陸電力七尾大田

火力発電所（1,200MW）

宇部興産㈱伊佐

セメント工場発電所

（57,150kW）

日本ノボパン工業㈱

木質バイオマス発電所
（6,500kW）

㈱ウッドワン発電所

（5,900kW）
中国木材㈱木質

バイオマス発電所

（5,300kW）

沖縄電力㈱

具志川火力発電所

（312,000kW）

㈱バイオパワー勝田木質バイオマス発電工場 （4,990kW）

津別単板協同組合 バイオマスエネル

ギーセンター（4,700kW）

川辺木質バイオ

マス発電設備
（4,300kW）

帝人テクノプロダクツ㈱
帝人三原発電所

（47,600kW）
中国電力㈱新小野田発
電所 （1,000MW ）

北陸電力㈱

敦賀発電所

（120万kW）

㈱大晶 星山工場

発電所（3,120kW）

能代森林資源利用協同組合

能代バイオ発電所（3,000kW）

いしかわグリーンパワー㈱ 石川

バイオマス発電施設（2,750kW）

セイホク㈱ セイホクバイオマス発電所 （2,300kW）

やまがたグリーンパワー㈱ 山形
バイオマス発電施設（2,000kW）

バイオエタノール・

ジャパン・関西発電所
（1,950kW）

銘建工業㈱

銘建工業エコ発電所
（1,950kW）

フジコー白井ガス化発電施設 （1,800kW）

前田道路㈱ 東京総合合材工場

木質バイオマスコージェネレーション発電所 （1,650kW）

新日本製鐵㈱ 釜石火力発電所 （149,000kW）

四国電力㈱

西条発電所（406,000kW）

長野森林資源利用事業

協同組合

いいづな お山の発電所
（1,300kW）

ウッドエナジー協同組合

南宮崎ウッドパワー

（1,300kW）
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日本製紙㈱ 富士工

場火力発電所
（79,500kW）
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再生可能エネルギーの普及に向けた制度上の課題と対応状況 ①

工場立地法
経済

産業省

太陽光発電設備に関する生
産施設面積規制・緑化規制の
見直し

事業所など工場以外の屋根に太陽光発電設備を設置する場合であっても工場
立地法の対象となり、緑地規制が適用される。
→ ①6/1付の政令改正により、太陽光発電施設を法の届出対象から除外。

②6/15付の省令改正により、太陽光発電施設を環境施設に位置付け。

農地法
農振法

農林
水産省

農地に関する規制の見直し

9電力等以外の再エネ事業者に対しては、第1種農地等大規模農地の転用許
可が認められていない。
→ 優良農地の確保に支障がなく、地域の農業振興に資する場合における農

地への再エネ設備の設置について、２４年度中に取扱いを明確化予定。

国有林野法
会計法

林野庁
財務省

民間の発電事業者や地熱発
電用の蒸気生産会社に対する
国有林野貸付の解禁

９電力等以外の民間再エネ事業者に対しては、公益性がないことを理由として、
随意契約による国有林貸付が認められない。
→ 6/29付で再エネ特措法上の認定設備を随意契約の対象に追加。

森林法 林野庁
保安林の指定解除・保安林内
作業許可のルールの具体化

保安林指定解除等の手続きに際し、自治体に前例がないことを理由に対応し
てもらえない場合や、国から他に開発適地がないことの証明を厳格に求められ
るため手続きが進まない場合がある。
→ 6/29付で保安林規制の運用に関する留意事項を発出。

自然公園法 環境省
自然公園の特別地域内にお
ける掘削調査・地熱発電開発
の解禁

特別地域内における地熱発電所の設置が事実上禁止されている。
→  3/27付で、第2種・3種特別地域において条件付きで開発を認めること等を

内容とする通知を発出。

温泉法 環境省 科学的根拠に基づく掘削許可
掘削許可の基準が不明確であったため、なかなか許可が得られない。
→ 3/27付で、科学的な審査を可能とする内容を盛り込んだガイドラインを発出。

河川法
国土

交通省
小水力発電に関する水利権
許可手続きの簡素化

小水力発電の手続きは大規模なダム発電と同様の内容となっており、合理的
な内容ではないとの指摘がある。
→ ①使用流量や発電規模等により小水力発電に関する規制カテゴリーを設

け、手続きを合理化・簡素化すること
②既許可水利権の範囲内で行う従属発電に登録制を導入すること

等について、24年度中に検討、結論を得られ次第措置予定。

規制類型／根拠法

立
地
規
制

規制・制度上の課題及び対応状況



経 済 産 業 省
資 源 エ ネ ル ギ ー 庁
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建築基準法
船舶安全法

国土
交通省

洋上風力に関する制度整備
（構造基準の取扱い等）

洋上風力発電に求められる建築構造基準（構造強度や転覆耐性等）が明確で
はない。
→ ①4/23付で、船舶安全法に基づく技術基準を策定。

②7/31付で、浮体式風力発電設備についての構造基準を船舶安全法に一
本化すべく、建築基準法及びこれに基づく命令の規定を適用除外とする
旨の告示を公布・施行。

電気事業法
経済

産業省
太陽光発電に関する保安規
制の緩和

太陽光発電設備は回転体を有さない等他の発電設備に比べて安全性が高い
と考えられるところ、保安規制が過剰ではないかとの指摘がある。
→ ①6/29付で、工事計画届出等の不要範囲の拡大について、省令を改正

（500kW未満→2000kW未満）。
②電気主任技術者の不選任承認範囲の拡大（1000kW未満→2000kW未満）

について、24年度検討・結論予定。

電気
事業法

経済
産業省

系統接続の円滑化

系統連系の可否や系統連系費用に関して、予見可能性が高いとはいえない。
→ 接続可能地点や接続費用内訳・工期等の情報開示、接続に関する手続き

書類の統一化、標準処理期間の短縮化等について、24年度中に必要な見
直しを行うべく議論中。

廃掃法 環境省
バイオマス発電燃料の廃掃法
上の取扱いの明確化

バイオマス発電燃料が廃棄物とみなされた場合、廃棄物発電施設の許可、業
の許可、運搬の許可等が必要となり、コスト高となる。
→ ①バイオマス発電燃料について、自治体が廃棄物ではないとみなした事例

集を24年度中に作成・周知予定。
②バイオマス燃料の輸送費が売却代を上回る場合、当該燃料を購入する

発電事業者側に廃掃法上の規制が及ばないことを明確化すべく、24年度
中検討・結論予定。

規制類型／根拠法 規制・制度上の課題及び対応状況

安
全
規
制

系
統
連
系
・
そ
の
他

再生可能エネルギーの普及に向けた制度上の課題と対応状況 ②
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再生可能エネルギーへの投資を促す税制（グリーン投資減税）

• 再生可能エネルギーへの投資を促進するため、固定価格買取制度の適用を受ける太陽光発電設備・風
力発電設備を設置した場合、設置費用の１００％の初年度即時償却又は７％税額控除（中小企業）が
可能。

• 以上の措置は平成２４年度限りの措置となっているが、来年度税制改正において、延長することが決
定。

• 加えて、設置費用の３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業）の対象に、中小水力発電を追加。

即時償却又は７％税額控除（中小企業）
※平成２４年度末が適用期限

太陽光発電設備（10kW以上）

風力発電設備（1万kW以上）

即時償却又は７％税額控除（中小企業）

現行制度 改正後

太陽光発電設備（10kW以上）

風力発電設備（1万kW以上）

延長

３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業）

中小水力発電設備

新規


